
平成27年 6月 1日

各教習機関各位  t

京都労働局職業安定部職業対策課長

平成27年度の建設労働者確保育成助成金の制度改正について
・ (お知らせ)

平素は労働行政の推進にご理解とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。
建設労働者確保育成助成金は、建設労働者の雇用の改善や職業訂1練などを実
施する建設事業主や建設事業主団体に対し|て、経費や賃金の一部を助成する制
度です。

この度、
｀
建設労働者の確保・育成をより推進することなどを目的として、助

成内容 ,手続きの一部が改正されました。主な改正点は下記のとおりとなりま

すので、別添のパンフレット等にご留意ください。

記

1‐ 認定訓練ヨ=ス
・ 経費助成額が定額助成から定率助成になりました。
・ 計画届の提出時期を「事業を実施しようとする日の原則 1か月前
(ただし、4月 1日から6月末日までに事業を開始する場合は 5月末日)J
になりました。

・ 経費助成の支給申請時期が「四半期毎」から「認定職業訓練終了後」に

なりました。    ,
(ただし、平成 29年 3月 31日 以前に開始される訓練については、平成
26年度の助成内容 (定額助成)を選択することができます。)

2 技能実習コース (経費助成・賃金助成)
。中小建設事業主が中小事業主団体に委託して行う技能実習に係る経費

助成及び賃金助成について、これまでは本コースの助成を受けているこ



とを要件としていましたが、計画届を提出し認定を受けていることが要

件となりました。(中小企業事業主団体が実施する技能実習において、

自ら負担する経費がない (助成金の対象経費が発生しない)場合も、当
該認定を受けることにより中小建設事業主が委託する技能実習の要件

を満たす扱いとなりました。)

建設工事における事業に直接関連する実習 (法律に基づくものを除く。)

及び技能検定の事前講習に係る指導員の取扱について、職業訓1練指導員
免許を有する者等と同等の能力を有すると認めるものの取扱に、 1厚生
労働省の委託を受け中央職業能力開発協会が認定する「ものづくリマイ

スター」、五建設業法施行規則に定める「登録基幹技能者講習を修了し

た者 (登録基幹技能者)」、面上記のほか当該実習の業務に 10年以上従

事している者、を新たに加えて限定列挙となりました。

助成金を受給するための手続きに、計画届の届出 (提出期限は、訓練を

実施しようとする日の原則 1か月前。)が追加となりました。 (ただし、
王重2ヱ生_10星 1旦以降に開始される技能実習から適用します。)
なお、1計画届は管轄の公共職業安定所 (京都西陣所及び京都t条所は
助成金センター。)へ提出してください。

担当課・係
京都労働局職業対策課

助成金センター

電話 075-241-3269



(建 lllJ様式第2号 )

建設労働者確保育成助成金 (技能実習コース (経費助成。賃金助成))計画届
〔中小建設事業主用〕

労働局長 殿
(         公共職業安定所長経由)
建設労働者確保育成助成金 (技能実習コース (経費助成)/技能実習コース (賃金助成))の計画の届出を行います。

(「 li出年月日)平成   年   り]  日
<経費助成>
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①
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(  フ  リ  カ  'ナ   )
中小建設事業主等の名称

(フ リ カ 'ナ )

代表者の役職名及び氏名

所 在 地

(  フ  リ  カ  'ナ   )
代理人又は提出代行者 事務代.811者の名称

｀
ナ

在

氏
　
　
所 地

①

(電話

⑪

(電 nrl

②

事

業

内

容

イ 雇彗よ:鼎 1:彎

口 業    種

ハ  常用労lll者 人 ( 人 )

_  資本金・~  
出資総額

万 Fリ

ホ 雇用保険料率 1,000分 の

へ 建設業許可番号
臣
事
大
知

卜房::宴 :l寡 [ξ ,i 他 人
担当者の職名及び氏名 イ 職名        口 氏名

技
能
実
習
計
画

③ 実施予定日数 期間 日  (平成 年 月 日 ～ 平成 年 月 日 )

④ 実習内容
l:建設I争に直接関連する実習  2:特別教育  3:安 全衛生教育  4:教習・技能講習
5:技能検定前講習  6:登 録基幹技能者It習   7:技 術検定に関する講習
具体的な内容 (                                )

⑨本事業の実施や対象労働者に関して
公共機関からの補助や助成金の有無

⑤ 学科時間 ⑥ 実技時間 ⑦ 受講者数 (予定) ③ 助成対象者数 (予定)
有 (名称 :              )

時間 時間 人 人

⑩訓練を受講する労lp」者か
らの費用徴収予定の有無

有   ・  無  l    ⑫ 講習実施機関名 (主催者名) ⑬ 委託費 (教材費含む)

⑪その他費用徴収予定の有無 有 ( 円 ) 征
ヽ 円

⑭
費
用

(実習場所借上料) (部外指導員謝金) (建設機械借上料) (指導員旅費) (教材・消耗品費) ⑮ 所要費用見込額合計

円 円 円 円

⑬ 実施場所
学 科 イ 名称 口 所在地 (電話)

実 技 イ 名称 口 所在地 (電話 )

⑭
指
導
員

・
担
当
科
目
表

氏 名 所属事業所名等
輛 導 貝 の

争 許 ・ 苔 擦 笙 担 当 科 目 時  間  数 謝 金 額 指 導 員 旅 費

円

円

「

<賃金助成>
(注)「経費助成」と併せて「賃金助成」の助成を受けたいときは⑬欄も記入して下さい。
(注)「賃金助成|のみの助成を受けたいときは①～③及び⑫⑩⑬欄を記入してください。

※ 管轄労l10局処理螂 |

受 Illl番 号 :

受 付

⑩ 技能実習コース
(賃金助成)

イ 助成金対象人数
(予定)

人

口 受講期間中に賃
金を支払う日数
(1日 3時間以上
受講する日に限る)

11
予定額

(イ ×口×8.000円 )

(注) この計画届を提出するときは裏面の注意事項を参照して下さい

(平成27 4)



(建助様式第2号の裏面)

建設労働者確保育成助成金 (技能実習コース (経費助成・賃金助成))の計画の届出について
1 提出上の津章
(1)こ の建設労働者確保育成助成金 (技能実習コース (経費助成)(賃金助成))の計画届 (以下 「計画届」といいます。)は、中小建

詑言香轟鬱面奮般象冥誓19望夢[侵言早暑J勢落JF轄
労働局」といいます。)長へ計画の届出を行つて、技能実習を実施する場合

(2)こ の計画届は、次表の書類を添付して、原則として技能実習を実施しようとする日の1か 月前までに、管轄労働局又はハローワーク
に提出して下さい。
なお、計画届提出時点において受講者が一部未定等により提出が困難な場合には、ヨ1練開始日の前日までに当該添付書類を提出して
下さい。
イ 労働保険料概算・増加概算・確定保険料申告書 (写 し)又は労働保険料等納入通知書 (写 し)
口 中小建設事業主であることを確認できる書類 (建設業許可番号が記載された書類、労働保険料の納付状況を明らかにする書類、定

ハ 罰‖轟所馨峯訴躍裏」彙乞讐裏奮嚢総重潔房殺畠雷識基「彙晃鮨言脊場寄皐霧薄ふな盆鰹貢曇前に対象者に配布したもの等)や訓練
カリキュラム、受講バンフレット等)
二 指導員の職務経歴書 (中小建設事業主自らが技能実習を実施する場合)
ホ その他管轄労働局長が必要と認める書類

2 記入上の注責
(1)① 「申請者」欄は、当該助成金に係る事業主等の名称、代表者の役職及び氏名、所在地を記入し押印して下さい。また、申請者が代
理人の場合、「申請者」欄に当該助成金に係る事業主等の名称、代表者の役職及び氏名、所在地を記入 (押印不要)した上、申請者の記
名押印等をして、委任状 (任意様式)(写 )を添付して下さい。また、申請者が社会保険労務士法施行規則第 16条第 2項に規定する提出代

麗受懸展磐「鋼電馨羹実31こ爆昂事を言警ξ倦言鷹腱負簿倉受俗璽霧表遍暑8盪寡|ま民壇諮詐瑾寵抵筆臭言脊青串[特響呑Fの
α)② 「事業内容J欄は、次により記入して下さい。
イ ロ「業種J欄は、建設業法 (昭和24年法律第100号 )第 2条第 1項に定める別表の建設業の種類を記入して下さい。
ロ ハ「常用労働者」欄は、当該企業の常用労働者数を、また、 ( )内には当該事業所の常用労働者数を記入して下さい。
なお、常用労働者とは、 2か月を超えて使用さオlる者 (実態として 2か月を超えて使用されている者のほか、それ以外の者で
あっても雇用期間の定めのない者及び2か月を超える雇用期間の定めのある者を含む。)であり、かつ、週当たりの所定労働時間
が、当該事業主に雇用される通常の労働者と概ね同等 (現に当該事業主に雇用される通常の労働者の週当たりの所定労lrlJ時間が40
時間である場合は、概ね40時間である者をいう。ただし、労働基準法 (昭和 22年法律第49号 )の特例として、所定労働時間が
いまだ40時間を上回つている場合は、「概ね同等」とは、概ね当該所定労働時間を指す。)である者をいいます。
ハ ニ「資本金・出資総額」欄は計画届提出時における資本金又は出資の総額を記入して下さい。
ニ ト「雇用管理責任者の氏名及び員数」欄は、建設労働者の雇用の改善等に関する法律 (昭和 51年法律第 33号)第 5条第 1項に
規定する雇用管理責任者として選任した者の氏名及びその数を記入して下さい。

88「委翼薯食」(事是待計霜置言奨霙賛:肇矢修iヒδ耳誘負?襄薯異々軍[FI｀補僧虐角藻議輯曇省認診翼翁β臨 鴬事業
所に所属している建設労働者の数を記入して下さい。
(5)⑨「本事業の実施や対象労働者に関して公共機関からの補助や助成金の有無」欄が「有」の場合は助成対象とならない場合がありま
す 。

“

)⑩「訓練を受講する労働者からの費用の徴収予定の有無」欄が「有」の場合、助成対象となりません。

け)① 「その他費用徴収予定の有無」欄は、⑨や⑩以外に技能実習を実施するにあたり費用を徴収する場合は金額を記載してくだ
さい。算定対象額から差し引くこととなります。
(m技能実習を委託して実施する場合は⑫「講習実施機関名J欄及び⑬「委託費」欄並びに⑮「所要費用見込額合計Jを記入し、中小建
設事業主が自ら実施する場合は⑫、⑬欄を記入せず、⑭欄以降より記入して下さい。
0)⑭ 「費用」欄は、所要経費別の見込額についてそれぞれ記入し、⑮「所要費用見込額合計」にその合計額を記入して下さい。
(10⑬ 「技能実習コース (賃金助成)」 のイ「助成対象者数 (予定)」 欄は、雇用保険料率1,000分 の165の雇用保険適用事業所に所属し
ている建設労働者の数を記入し、口「受講期間中に賃金を支払う日数」欄は、受講期間中に賃金を支払う日数 (1日 3時間以上受講す
る日に限る。20日 を限度とします。)を記入して下さい。また、「予定額」欄は、「助成対象者数 (予定)」 「受講期間中に賃金を
支払う日J及び8,000円 を乗じて得た額を記入して下さい。

3 届出を行った計画の恋軍
届出を行った計画について、次のような変更を行うときは、「建設労働者確保育成助成金に係る計画変更届」 (建助様式第 9号 )に
より原則事業の実施前までに変更の届出を行って下さい。
(1)実施する訓練内容を著しく変更する場合
(2)所要費用の増額に伴い、届け出た所要費用見込額の総額を超える場合

4 その他
(1)偽 りその他不正の行為により助成金の不支給措置がとられている場合は助成金を支給できないなど、助成金の支給には一定の要件が
あります。
佗)助 成金の支給に関して管轄労働局又はハローワークに提出した書類等の写しを支給決定日から起算して 5年間保存して下さい。
(〕 偽りその他不正の手段により助成金の支給を受けた場合は、支給した助成金の全部又は一部を返還していただきます。
m)助 成金について不明な点がありましたら、管轄労働局又はハローヮークにお問い合わせ下さい。


